
半田市土砂等による埋立て等の規制に関する条例

記入例及び記入要領

（平成２６年１２月）



様式第１(第５条関係) 

特定事業の計画に係る届出書 

   平成○○年 ○月 ○日  

 半 田 市 長 殿 

   住 所  半田市 ○○町○番地  

氏 名  株式会社○○      

取締役社長 ○○ 印   

(法人にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名)

電 話  ０５６９－○○－○○○○ 

 半田市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第１項の規定により、次のとお

り届け出ます。 

特定事業区域の位置(所在地) 半田市○○町○番、□番、△番 

特定事業区域の面積(実測) ○○㎡ 

特定事業の目的 商業施設建設のための造成工事 

特定事業を管理する事務所の所在地及び名称 
半田市○○町○番地 

株式会社○○ □□事務所 

現場管理責任者の氏名、職名及び連絡先 
現場代理人 □□ □□ 

□□□-□□□□-□□□□（携帯）

特定事業に使用される土砂等の量及び事業施工期間
○○,○○○ 

平成○年○月○日～○年○月○日 

特定事業に使用される土砂等の採取場所並びに当該

採取場所からの搬入予定量及び搬入計画 
別紙のとおり 

特定事業が施工されている間において、特定事業区

域以外の地域への当該特定事業に使用された土砂等

の飛散又は流出等を防止するために講ずる措置 

土砂等の積み下ろし後のトラック
等車両について、付着した土砂等が
敷地外へ持ち出すことのないよう
タイヤの洗浄を実施します。 

土地所有者の住所及び氏名(法人にあっては、主たる

事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名) 
届出者と同じ 

埋立て等が開発行為等土地の改変行為に係る関係法

令に基づく許認可等を要する行為に係るものにあっ

ては、当該法令等の名称 

建築基準法第６条第１項に規定す
る確認申請 
都市計画法第29条に規定する開発
許可 

関係書類等の閲覧場所 
半田市○○町○番地 

株式会社○○ □□事務所 

下請負人が特定事業を実施する場合は、下請負人の

業務内容、当該下請負人の住所及び氏名(法人にあっ

ては、主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者

の氏名)並びに連絡先 

△△建設株式会社 

取締役社長 △△ 

△△△△-△△-△△△△ 

（請負業務）土地造成 

代表 

者印 

当該特定事業の施工に関す

る計画の内容を決定する者が

届出者となります。 

当該土地に何筆かあ

る場合、全ての土地の

地番を記入。 

土砂等の埋立て等

の面積の合計。1000

㎡以上が届出対象。 

特定事業施工期

間は原則２年以内。 
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１ 概要 

  様式第１は、特定事業の計画を定め、特定事業に着手する１４日前までに届け出る必

要があります。 

  また、事前に土地所有者の同意を得るとともに、現場管理責任者を選任しておく必要

があります。 

  なお、特定事業が行われている間は、現場事務所等にて、市に提出した書類等につい

て利害関係を有する者の閲覧に供しなければなりません。 

２ 記入要領 

ア 届出者 

埋立て等の事業を主体的に行う者であり、特定事業の施工に関する計画の内容を

決定する者が届出者となります。代表者の印を押印すること。 

イ 特定事業区域の位置 

土砂等の埋立て等に供する区域内の全ての土地の地番を記入すること。 

ただし、筆数が多く記入できない場合は、代表的な地番及び筆数を記載し、該当

する地番のすべてを記載した一覧表を添付すること。 

ウ 特定事業区域の面積 

特定事業区域全体の実測面積を記入すること。（複数ある場合には合計を記入す

ること。） 

ただし、該当する地番の土地全てが、特定事業区域となる場合は、その地番の面

積を実測することなく、登記事項証明書に掲げる地積（地番の面積）としてもよい。 

なお、この場合にあっては、「登記事項証明書の地積を面積とし、求積図の添付

を省略します。」と追記すること。 

エ 特定事業の目的  

    事業を行う目的を記入すること。 

オ 特定事業を管理する事務所の所在地及び名称 

特定事業を実施する現場に事務所を設置する場合は、当該現場事務所について記

入すること。 

カ 特定事業に使用される土砂等の量及び特定事業施工期間 

実測の平面図や断面図により計算した搬入する土砂等の量（ ）を記入すること。 

事業計画を考慮して、特定事業を行う期間を記載すること。原則２年以内に完了

する期間とすること。 

キ 特定事業に使用される土砂等の採取場所並びに当該採取場所から搬入予定量及び搬

入計画 

    別紙の様式に記入すること。 

ク 特定事業が施工されている間において、特定事業区域以外の地域への当該特定事業

に使用された土砂等の飛散又は流出等を防止するために講ずる措置 

    土砂等の飛散及び流出防止について記入すること 

（例）・土砂等の積み下ろし後のトラック等車両について、付着した土砂等が敷
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地外へ持ち出すことのないようタイヤの洗浄を実施する。 

・土砂等の積み下ろしの際に生ずる粉じんの飛散防止対策として散水を行う。 

・トラック等車両の通行により生ずる粉じんの飛散防止対策として、当該車

両において土砂等にシート掛けを行う。 

・降雨による土砂等の流出を防止するため、沈殿池を設ける。 

ケ 土地所有者の住所、氏名(法人にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び

代表者の氏名) 

    イに記入する特定事業区域内の全ての地番の土地所有者について、記入すること。 

ただし、土地所有者が多く記入できない場合は、イに記載する代表地番の土地所

有者（他○名）と記載し、各地番の土地所有者の一覧表を添付すること。 

コ 事業が開発行為等土地の改変行為に係る関係法令に基づく許認可等を要する行為に

係るものにあっては、当該法令等の名称 

当該届出に係る特定事業が、他法令に基づく許認可、届出を要する行為に係る場

合、該当する法令名、条項、許認可等名称を記入すること。 

サ 関係書類等の閲覧場所 

関係書類等の閲覧場所について、特定事業を実施する現場事務所とするなど、関

係者が容易に閲覧できるような場所とするよう努めること。なお、安全上、管理上

現場において閲覧に供することが困難な場合には、当該事業所ホームページで閲覧

に供するなど、地域住民が容易に閲覧できる手段をとるよう努めること。 

シ 下請負人が特定事業を実施する場合は、下請負人の業務内容、当該下請負人の住所、

氏名(法人にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名)並びに連

絡先 

   複数の下請負人が特定事業を実施する場合は全ての下請負人を記入すること。 

３ 添付書類 

□ 特定事業区域及び特定事業に供する施設の位置を示す図面及び付近見取図 

    特定事業区域を明示すること。 

□ 特定事業区域の土地の登記事項証明書及び公図の写し 

概ね１年以内に発行されたものであって、その後、変更のないものを添付するこ

と。 

□ 土地使用同意書(様式第２) 

特定事業区域内に届出者以外に土地所有者が存在する場合には、当様式の土地使

用同意書を添付すること。当該土地が共有名義人となっている場合、複数の地番が

特定事業区域となり土地所有者が複数いる場合にあっては、そのすべての者の同意

を得ること。 

なお、この場合、提出する土地使用同意書に「土地所有者（共有名義人）すべて

において、特定事業の内容を理解し、同意したことを証します。」など、すべての土

地所有者（共有名義人）が同意すると証した文言を記載したうえで、代表者の署名

捺印がなされる場合は、個々の土地所有者（共有名義人）からの土地使用同意書の

提出は必要ありません。 
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□ 特定事業区域の面積を実測した求積図及び求積表 

記入要領ウに掲げるただし書きに該当する場合は、特定事業区域の面積の実測及

び実測した求積図及び求積表の提出は省略することができます。 

□ 特定事業区域の平面図及び施工前後の構造が確認できる断面図 

□ 特定事業に使用される土砂等の容量の計算書 

□ 特定事業に使用される土砂等の搬入経路図 

特定事業区域の周囲500m範囲内における運搬車両の搬入経路とすること。 

□ 土砂等発生元証明書（様式第５）の写し 

搬入する土砂等に「愛知県再生資源の適正な活用に関する要綱」に係る再生路盤材、

建設汚泥改良土、再生路床材又はこれらと同等な産業廃棄物の再生品を使用する計画

がある場合に添付すること。 

なお、この要綱に該当し、販売事業者が愛知県へ届け出ている場合、「再生資源の

適正な活用に関する届出（変更届出）」の写しを、この証明書に添付すること。 

□ 説明状況報告書（様式第９） 

    近隣住民等への周知が終わっている場合には、同時に提出すること。 

４ その他 

特定事業の計画に係る届出書の届出時において、「特定事業に使用される土砂等の

採取場所」など計画が定まっていない場合においては、計画が確定次第、土砂等の搬

入の届出を行う前までに、「特定事業変更届出書」を提出すること。

なお、この変更届出を行う前に、近隣住民等への周知がすでに行われている場合は、

再度周知を図ること。 
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別紙 

 特定事業に使用される土砂等の採取場所並びに当該採取場所からの搬入予定量及び搬入

計画に関する事項 

採取場所 

(発生場所)

発生元 

事業者名 

搬入計画等 

予定量最大日量搬入期間搬入時間
搬 入

土砂等

運 搬

業者名

A市A町A番地

㈱Ａ土木 

(Ａ工場造

成工事に

伴う土砂) 

6,000
150 

平成22年

10月1日

～ 

11月30日 

9：00～ 

17：00 

建設発生

土 
Ｅ運送㈱ 

B市B町B番地
Ｂ採石場

㈱ 

6,000
 150 

平成22年

12月１日

～ 

平成23年

１月31日 

9：00～ 

17：00 

採石場か

ら採取さ

れた土砂 

Ｆ運搬㈱ 

販売者： 

C市C町C番地 

(製造者： 

D市D町D番地）

販売者： 

Ｃ建材㈱

(製造者： 

Dﾘｻｲｸﾙ㈱) 

6,000
 150 

平成23年

２月１日 

～ 

３月31日 

9：00～ 

17：00 

建設汚泥

改良土 

○○ 

Ｇ運輸㈱ 

 備考 

建設発生

土の場合

の記入例 

採取場か

らの土砂

等の場合

の記入例

汚泥改良

土等の場

合の記入

例
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１ 記入要領 

 記入欄が足りない場合は、別紙として表を作成し、記入すること。 

 「特定事業の計画に係る届出書」の提出時に、全ての計画が定まっておらず、記入

できない採取場所等がある場合については、該当欄を「未定」として記入してくださ

い。その後、計画が確定次第、「土砂等の搬入の届出」の提出前までに、「特定事業変

更届出書」の提出を行うこと。 

なお、この変更届出書を提出する際は次のことに注意すること。 

① 変更届出書を提出する前に土地所有者へ変更内容を通知しなければなりません。 

また、次の事項に該当する変更を行う場合には、土地所有者に通知するとともに、

その内容に同意したことを証する「土地使用同意書」（様式第２）を変更届出書に添

付し提出する必要があります。 

ⅰ 特定事業区域の位置及び面積（当初計画の50％未満の増加を除く）の変更 

ⅱ 特定事業に使用される土砂等の量（搬入予定量）の1/2以上の増加 

ⅲ 特定事業に使用される土砂等の種類又は土質の変更 

    ＜例＞建設発生土を使用する予定を建設汚泥改良土に変更する場合等。 

ⅳ 搬入期間の日数が当初計画日数の1/2以上の延長 

ⅴ その他、変更することにより周辺環境に重大な影響を及ぼすおそれがあると市

長が判断するもの 

② 変更届出提出の際、近隣住民等への周知がすでに行われている場合は、市長の指

示に従い、変更内容について再度周知を図ること。 

 土砂等の量について、採取場所や運搬時と、埋立て時における土砂等の単位体積重

量（ｔ/ ）が異なるため、発生元の土砂等の量及びダンプ等の運搬数量においても、

土砂等を埋立てしたときの量（ ）に換算し記入すること。 

ア 採取場所 (発生場所) 

埋立て等に使用する土砂等の採取場所又は発生場所。採取場所又は発生場所ごと

に記入すること。 

発生元が、採石法又は砂利採取法に基づき許認可等がされた採取場から採取され

た土砂等であるの場合には、採取場の所在地を記入すること。 

なお、搬入する土砂等に「愛知県再生資源の適正な活用に関する要綱」に係る再

生路盤材、建設汚泥改良土、再生路床材又はこれらと同等な産業廃棄物の再生品（以

下、「建設汚泥改良土等」という。)を使用する場合には、製造販売事業所の所在地

を記入すること。販売事業所と製造事業所が異なる場合には、両事業所の所在地を

記入すること。 

イ 発生元事業者名 

    発生元が造成工事等による場合は、工事等の概要も記入すること。 

なお、建設汚泥改良土等を使用する場合には、製造販売事業者の名称を記入する
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こと。販売事業者と製造事業者が異なる場合には、両者の名称を記入すること。 

ウ 予定量 

    単位 で記入すること。 

エ 最大日量 

    単位 で記入すること。 

オ 搬入土砂等 

① 土砂等が建設発生土等の場合には、建設発生土と記入すること。 

② 発生元が採石法又は砂利採取法に基づき許認可等がされた採取場である場合に

は、その旨を記入すること。 

③ 土砂等が「愛知県再生資源の適正な活用に関する要綱」に係る再生路盤材、建設

汚泥改良土、再生路床材又はこれらと同等な産業廃棄物の再生品の場合はその名称

及び製品名を記入すること。 

カ 運搬業者名 

搬入元（建設汚泥改良土等の場合には販売元）からの運搬予定の業者を記入する

こと。
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様式第２(第５条関係) 

土地使用同意書 

 特定事業を行う者( 株式会社○○ )の施工に係る土砂等の埋立て等については、異議

がないので、次の土地の使用について同意します。 

所在及び地番 地目 地籍(公簿) (m2) 摘要 

 半田市○○町○番  宅地  1,000 m2
 共有者 ○○ 

○市○町○番地 

 半田市○○町□番  宅地  800 m2
 共有者 ○○ 

○市○町○番地 

 半田市○○町△番  宅地 
 600 m2 

（うち特定事業区域○㎡） 

 共有者 ○○ 

○市○町○番地 

 同意の前提として、次の事項について、特定事業を行う者から平成○○年 ○月 ○日

に説明を受け、その内容を確認しました。 

 1 特定事業を行う者の住所及び氏名(法人にあっては、主たる事務所の所在地並びに名

称及び代表者の氏名) 

 2 特定事業区域の位置 

 3 特定事業区域の面積 

 4 特定事業の目的 

 5 特定事業を管理する事務所の所在地及び名称 

 6 現場管理責任者の氏名、職名及び連絡先 

 7 特定事業に使用する土砂等の量及び特定事業の施工期間 

 8 特定事業に使用する土砂等の採取場所並びに当該採取場所からの搬入予定量及び搬

入計画 

 9 特定事業が施工されている間において、特定事業区域以外の地域への当該特定事業に

使用された土砂等の飛散又は流出等を防止するために講ずる措置 

  ここに特定事業の内容を理解し、同意したことを証するため、署名押印します。 

平成○○年 ○月 ○日 

土地所有者 住所(法人にあっては、主たる事務所の所在地) 半田市○○町○番地 

氏名(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) △△ △△  印   

電話 ０５６９-○○-○○○○   

また、土地所有者（共有名義人）すべてにおいて、特定事業の内容を理解し、同
意したことを証します。 

当該土地が共有名義人となってい

る場合、複数の地番が特定事業区域と

なり、複数の土地所有者がいる場合に

ついて、そのすべての者が同意したう

えで、土地所有者の代表者がその旨を

証する場合に記載します。 
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１ 概要 

  届出者以外に土地所有者がいる場合、その土地所有者に特定事業の計画について説明

し、同意してもらう必要があります。 

 同意が得られた際には、この土地使用同意書を「特定事業の計画に係る届出書」に添

付してください。 

２ 記入要領 

 特定事業区域内に「特定事業の計画に係る届出書」の届出者以外に土地所有者が存

在する場合には、当様式の「土地使用同意書」を提出すること。 

当該土地が共有名義人となっている場合、複数の地番が特定事業区域となり土地所

有者が複数いる場合にあっては、そのすべての者の同意を得ること。 

なお、この場合、提出する土地使用同意書に「土地所有者（共有名義人）すべてに

おいて、特定事業の内容を理解し、同意したことを証します。」など、すべての土地所

有者（共有名義人）が同意すると証した文言を記載したうえで、代表者の署名捺印が

なされる場合は、個々の土地所有者（共有名義人）からの土地使用同意書の提出は必

要ありません。 

 「特定事業の計画に係る届出書」の届出内容から、次の事項を変更する場合には、

変更内容を土地所有者に通知し、改めて土地使用同意書を作成すること。 

また、変更届出書に「土地使用同意書」を添付し、提出すること。 

① 特定事業区域の位置及び面積（当初計画の50％未満の増加を除く）の変更 

② 特定事業に使用される土砂等の量（搬入予定量）の1/2以上の増加 

③ 特定事業に使用される土砂等の種類又は土質の変更 

＜例＞建設発生土を使用する予定を建設汚泥改良土に変更する場合等 

④ 搬入期間の日数が当初計画日数の1/2以上の延長 

⑤ その他、変更することにより周辺環境に重大な影響を及ぼすおそれがあると市長

が判断するもの 
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様式第３(第５条関係) 

土砂等搬入届出書 

平成○○年 ○月 ○日   

 半 田 市 長 殿 

住 所 半田市○○町○番地   

氏 名 株式会社○○   印   

取締役社長 ○○     

(名称及び代表者氏名)        

電 話 0569-○○-○○○○    

平成○○年 ○月 ○日付けで届け出た特定事業について、土砂等を搬入したいので、

半田市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第２項の規定により、関係書類を

添えて次のとおり届け出ます。 

土砂等の採取場所  Ａ市Ａ町Ａ番地 

土砂等の採取場所の工事名等  Ａ工場造成工事 

今回の搬入量  5,000 

土砂等の搬入期間  平成27年10月1日～11月30日 

土砂等の運搬事業者名  Ｄ運送株式会社 

代表 

者印 

「特定事業の計画に

係る届出書」と同一の

届出者となります。 
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１ 概要 

  土砂等を搬入する前までに、使用する土砂等の採取場所等が記入された「土砂等発生

元証明書」や土砂等の分析結果で有害物質の基準に適合していることを証明する「有害

物質分析結果証明書」等を添付して、様式第５により届け出る必要があります。 

  また、届出は同一の採取場所から搬入する土砂等の量が5,000 に達するごとに、必要

となります。 

  なお、土砂等の採取場所における地歴調査及び土砂調査の方法については、条例施行

規則別表第２を参照してください。 

２ 記入要領 

 当該書類は搬入する土砂等の採取場所及び発生場所ごとに提出すること。 

 また、搬入する土砂等の採取場所及び発生場所が同一の場合であっても、その土砂

等の量が5000 を超える場合、5,000に達するまでごとに当該「土砂等搬入届出書」

を提出すること。（ただし、 により有害物質分析結果証明書を省略できる場合は除

く。） 

 搬入する土砂等について、採石法又は砂利採取法に基づき認可を受けている採取場

から採取された土砂等を使用する場合、「土砂等譲渡証明書」を添付すること。なお、

この場合には、「土地の履歴調査報告書」、「試料採取調書」及び「有害物質分析結果証

明書」の添付を省略することができます。 

 搬入する土砂等に「愛知県再生資源の適正な活用に関する要綱」に係る再生路盤材、

建設汚泥改良土、再生路床材又はこれらと同等な産業廃棄物の再生品を使用する場合

は、「土砂等発生元証明書」を提出すること。 

なお、上記の建設汚泥改良土等を使用し、「土砂等発生元証明書」を提出する場合に

は、「土地の履歴調査報告書」、「試料採取調書」及び「有害物質分析結果証明書」の添

付を省略できる場合があります。 

ア 土砂等の採取場所 

    搬入する土砂等の採取場所又は発生場所を記入すること。 

イ 土砂等の採取場所の工事名等 

    建設発生土の場合はその工事の名称を記入すること。 

ウ 今回の搬入量 

    今回の「土砂等搬入届出書」に係る量を記入すること。 

土砂等の量が5000 を超える場合、5000 に達するまでごとに当該届出書を提出

する必要があるため、当該欄に記入できる量は5000 以下となります。（ただし、上

記２- により有害物質分析結果証明書を省略できる場合は除く。） 

エ 土砂等の搬入期間 

オ 土砂等の運搬事業者名 

  運搬する事業者名を記入すること。 

  個人事業主の場合は、＜個人＞と記入し、氏名を記入すること。 

運搬事業者が複数の場合、全ての事業者を記入すること。記入欄が足りない場合
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は、別紙により一覧表を作成し添付すること。 

３ 添付書類 

□ 土砂等譲渡証明書（様式第４）の写し又は土砂等発生元証明書（様式第５） 

□ 土地の履歴調査報告書（様式第６） 

□ 試料採取調書（様式第７） 

□ 有害物質分析結果証明書

 土砂等の埋立て等に関する条例施行規則別表第２に定める方法により調査した結

果に基づくもの。 

なお、「別表２に定める方法」とは、土壌汚染対策法に規定する土壌溶出量調査及

び土壌含有量調査による方法と同じです。 
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様式第４(第５条関係) 

土砂等譲渡証明書 

   平成○○年 ○月 ○日   

株式会社 ○○  

取締役社長 ○○ 様 

譲渡元事業者             

住 所 Ｂ市Ｂ町Ｂ番地      

氏 名 Ｂ採石場株式会社 印   

取締役社長 ○○      

(名称及び代表者氏名)        

電 話 ○○○-○○○-○○○○  

株式会社○○ が半田市土砂等による埋立て等の規制に関する条例に基づく特定事業

区域に搬入するために、私が 株式会社○○に譲渡した土砂等については、現在、採石

法（昭和２５年法律第２９１号）又は砂利採取法（昭和４３年法律第７４号）に基づき認

可を受けている採取場から採取された土砂等であることに相違ありません。 

認可採取場所在地 Ｂ市Ｂ町Ｂ番地 Ｂ採石場 

採取計画認可番号  愛知県 ○○○号 

認可期間 平成２６年 ４月 １日 ～ 平成２８年 ３月３１日   

認可採取量 １００，０００ｔ       

特定事業区域所在地  半田市○○町○番 他○筆 

譲渡量 ５，０００m3

譲渡期間 平成２７年４月１日 ～ 平成２８年 １月３１日  

代表 

者印 

特定事業区域内の代

表地番を記入し、残り

の筆数を「他○筆」と

記入すること。 

業者登録番号ではなく、採

石法又は砂利採取法の採取計

画認可申請書の際の認可番号

を記入すること。 

発生元事業者から「特定事業の計画に

係る届出書」の届出者への土砂等発生元

証明書となります。 
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１ 概要 

この様式第４は、埋立て等に使用する土砂等に、採石法又は砂利採取法に基づき認

可を受けている採取場から採取された土砂等であることを証明する際に使用します。 

採取場の事業者に対し、この様式による「土砂等譲渡証明書」の発行を依頼してく

ださい。「土砂等搬入届出書」には、「土砂等譲渡証明書」の写しを添付し、原本は保

管してください。 

なお、過去に採石場外から搬入した土砂等は対象になりません。 

また、埋立て等に使用する土砂等に当該譲渡証明書に該当する土砂等を使用する場

合、「土地の履歴調査報告書」、「試料採取調書」及び「有害物質分析結果証明書」の添

付を省略することができます。 

２ 記入要領 

ア 認可採取場所在地 

   採取場の所在地を記入すること。 

イ 採取計画認可番号 

業者登録番号ではなく、採石法又は砂利採取法の採取計画認可申請書の際の認可

番号を記入すること。 

ウ 認可期間 

   上記イに係る採取場の認可を受けている期間を記入すること。 

エ 認可採取量 

   上記イに係る認可を受けている採取量を記入すること。 

オ 特定事業区域所在地 

当該採取場から土砂等の譲渡を受け、埋立て等をする特定事業区域の所在地を記

入すること。 

カ 譲渡量 

   譲渡を受け、当該「土砂等譲渡証明書」に係る土砂等の量を記入すること。 

キ 譲渡期間 

    特定事業区域に搬入するため、採取場から譲渡を受ける予定期間を記入すること。 
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様式第５(第５条関係) 

土砂等発生元証明書 

                          平成○○年 ○月 ○日  

株式会社○○ 

 取締役社長 ○○ 様 

発生元事業者             

住 所 Ａ市Ａ町○番地      

       氏 名 株式会社Ａ ※※  印   

(名称及び代表者氏名)        

電 話 ○○○○-○○-○○○○  

 搬入する土砂等が次の工事現場から採取された(発生する)土砂等であることを証明しま

す。なお、これらの土砂等は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１

３７号）第２条第１項に規定する廃棄物ではありません。 

土砂等の採取場所の所在地 Ａ市Ａ町Ａ番地 

土砂等が建設工事等により発

生した場合にあっては、建設

工事等の概要 

工事名 Ａ工場造成工事 

発注者 株式会社Ａ 代表取締役 ※※ 

工事施工期間 平成27年10月1日～平成28年９月30日 

当該特定事業区域への土砂等

の搬入予定量 
6,000 

今回の証明に係る土砂等の量 5,000 

発生土砂等の区分 第１種建設発生土  

発生土砂等運搬契約者 

住所 半田市△△町△番地 

氏名 △△運送株式会社 取締役社長 △△ 

（法人にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名）

特定事業届出業者 

住所 半田市○○町○番地 

氏名 株式会社○○ 取締役社長 ○○        

（法人にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名）

備考 

代表 

者印 

発生元事業者から「特定事業の計画に

係る届出書」の届出者への土砂等発生元

証明書となります。 
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１ 概要 

この様式第５は、土砂等の発生元事業者から「特定事業の計画に係る届出書」の届出

者に対し、土砂等の発生元を証明する書類となります。土砂等の発生元事業者に対し、

この様式による「土砂等の発生元証明書」の発行を依頼してください。 

なお、「土砂等の搬入届出書」には、「土砂等発生元証明書」の写しを添付し、原本は

保管してください。 

  当該記入例は、土砂等に建設発生土を使用する場合の例です。 

２ 記入要領（建設発生土を使用する場合） 

同一の発生場所から搬入する土砂等の量5,000 （の範囲内）ごとに作成すること。

（ただし、有害物質分析結果証明書を省略できる場合は除く。） 

ア 土砂等の採取場所の所在地 

    埋立て等に使用する土砂等の採取場所を記入すること。 

イ 土砂等が建設工事等により発生した場合にあっては、建設工事等の概要 

  搬入する土砂等が建設発生土の場合、発生元における工事名、発注者、工事施工

期間を記入すること。 

ウ 当該特定事業区域への土砂等の搬入予定量 

 当該証明に係る土砂等の量だけでなく、当該採取場所から特定事業区域への搬入

予定量を記載すること。 

エ 今回の証明に係る土砂等の量 

当該届出に係り搬入する土砂等の量を記入すること。なお、5,000 の範囲内であ

ること。

オ 発生土砂等の区分 

 建設発生土により埋立て等を行う場合は、次の「建設業に属する事業を行う者の

再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令」（平成３年建設省

令第19号）別表第１の区分を記入すること。 

 「建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を
定める省令」（平成３年建設省令第19号）別表第１ 

第１種建設発生土（砂、礫及びこれらに準ずるものをいう。）

工作物の埋め戻し材料
土木構造物の裏込材 
道路盛土材料 
宅地造成用材料

第２種建設発生土（砂質上、礫質土及びこれらに準ずるもの
をいう。）

土木構造物の裏込材
道路盛土材料 
河川築堤材料 
宅地造成用材料

第３種建設発生土（通常の施工性が確保される粘性土及びこ
れに準ずるものをいう。）

土木構造物の裏込材
道路路体用盛土材料 
河川築堤材料 
宅地造成用材料 
水面埋立て用材料

第４種建設発生土（粘性土及びこれに準ずるもの（第３種建
設発生土を除く。）をいう。）

水面埋立て用材料

カ 発生土砂等運搬契約者 
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搬入元から運搬する業者を記入してください。 

複数の業者と契約した場合には、別紙として表を作成し、記入すること。 

キ 特定事業届出業者 

特定事業の計画に係る届出書（様式第１）の届出者を記入すること。 
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様式第５(第５条関係) 

土砂等発生元証明書 

                          平成○○年 ○月 ○日  

株式会社○○ 

 取締役社長 ○○ 様 

発生元事業者             

住 所 Ｃ市Ｃ町Ｃ番地      

    氏 名 Ｃリサイクル株式会社   

代表取締役 ※※  印     

(名称及び代表者氏名)        

電 話 ○○○○-○○-○○○○  

           販売者から購入した建設汚泥改良土（再生路盤材・再生路床材） 

 搬入する土砂等が次の工事現場から採取された(発生する)土砂等であることを証明しま

す。なお、これらの土砂等は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１

３７号）第２条第１項に規定する廃棄物ではありません。 

土砂等の採取場所の所在地 

   製造販売事業所 
Ｃ市Ｃ町Ｃ番地 

土砂等が建設工事等により発

生した場合にあっては、建設

工事等の概要 

製造販売事業所 

工事名 

製品名 
改良土（15-0） 

発注者 
製造販売事業者 

Ｃリサイクル株式会社 代表取締役※※ 

工事施工期間 

当該特定事業区域への土砂等

の搬入予定量 
6,000 

今回の証明に係る土砂等の量 6,000 

発生土砂等の区分 建設汚泥改良土  

発生土砂等運搬契約者 

住所 半田市△△町△番地 

氏名 △△運送株式会社 取締役社長 △△ 

（法人にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名）

特定事業届出業者 

住所 半田市○○町○番地 

氏名 株式会社○○ 取締役社長 ○○        

（法人にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名）

備考 

代表 

者印 

販売者から「特定事業の計画に係る届

出書」の届出者への土砂等発生元証明書

となります。 

「愛知県再生資源の適正な活用に関する要綱」に規定

する建設汚泥改良土、再生路盤材、再生路床材又はこ

れらと同等な産業廃棄物の再生品を土砂等とする場合

の記入例。 
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１ 概要 

 この記入例は、建設発生土ではなく、「愛知県再生資源の適正な活用に関する要綱」

第７に基づいた、届出を審査するための基準である「愛知県再生利用指針」の個別事

例（2）再生路盤材、（11）建設汚泥改良土及び（16）再生路床材における生活環境保

全上の条件及び規格等を満たす産業廃棄物の再生品（以下、「建設汚泥改良土等」と

いう。）を使用する場合の例です。 

建設汚泥改良土等の製造販売事業者に対し、この記入例を参考にし「土砂等の発生

元証明書」の発行を依頼してください。 

なお、「土砂等搬入届出書」には、「土砂等発生元証明書」の写しを添付し、原本は

保管してください。  

該当する建設汚泥改良土等が、愛知県再生資源の適正な活用に関する要綱第３の規

定により愛知県へ届け出されている場合には、製造販売事業者に対し、愛知県へ届出

した「再生資源の適正な活用に関する届出（変更届出）」の写しを、この証明書に添

付するよう依頼してください。 

なお、上記の届出等の写しを添付し、「土砂等発生元証明書」を提出する場合には、

「土地の履歴調査報告書」、「試料採取調書」及び「有害物質分析結果証明書」の添付

を省略できる場合があります。 

２ 記入要領（建設汚泥改良土等を使用する場合） 

ア 土砂等の製造販売事業所の所在地 

    建設汚泥改良土等を製造販売する事業所の所在地を記入すること。 

  なお、製造と販売の事業所が異なる場合は、両事業所の所在地を記入すること。 

イ 製造販売事業所 

  建設汚泥改良土の場合、製品名及び製造販売事業者の名称を記入すること。 

  なお、製造と販売の事業所が異なる場合は、両事業所の名称を記入すること。 

ウ 当該特定事業区域への土砂等の搬入予定量 

 特定事業の搬入計画の届出に係る特定事業区域への土砂等の搬入予定量のうち、

当該製造販売事業者から購入する建設汚泥改良土等の予定量を記入すること。 

エ 今回の証明に係る土砂等の量 

    当該証明に係り搬入する建設汚泥改良土等の量を記入すること。 

オ 発生土砂等の区分 

   再生路盤材、建設汚泥改良土、又は、再生路床材と記入すること。 

カ 発生土砂等運搬契約者 

搬入元から運搬する業者を記入すること。 

キ 特定事業届出業者 

特定事業の計画に係る届出書（様式第１）の届出者を記入すること。 

３ 添付書類 

□製造販売元事業者が愛知県へ届出した「再生資源の適正な活用に関する届出（変更

届出）」の写し。（愛知県再生資源の適正な活用に関する要綱第３の規定により愛知県

へ届出されている場合に限る。） 
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様式第６(第５条関係) 

土地の履歴調査報告書 

平成○○年 ○月 ○日   

 半 田 市 長 殿 

住所 半田市○○町○番地   

氏 名 株式会社○○   印   

取締役社長 ○○     

(名称及び代表者氏名)        

調査者  所 属 株式会社□□土壌調査   

職氏名 土壌調査担当 ○○印   

電 話 ○○○-○○○-○○○○  

                   第13条 

 半田市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第２項の規定により、次のとお

り報告します。 

揮発性有機化合物の使用

履歴 

土砂等の発生場所に揮発有機化合物を使用等する工場・事業

所の設置履歴なし 

ポリ塩化ビフェニルの使

用履歴 

 土砂等の発生場所にポリ塩化ビフェニルを使用等する工

場・事業所の設置履歴なし 

シアン化合物の使用履歴 
 土砂等の発生場所にシアン化合物を使用等する工場・事業所

の設置履歴なし 

農地又はゴルフ場として

の使用履歴 

 土砂等の発生場所に農地及びゴルフ場としての使用履歴な

し。 

備考 

土地の履歴調査を実施する

者については、土壌汚染対策

法に規定する指定調査機関に

依頼することが望ましい。 

代表 

者印 

「特定事業の計画に係る届出書」と同一

の届出者又は土砂等の発生元事業者のう

ち、履歴調査の実施又は調査者に依頼した

者のどちらかになります。 
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１ 概要 

この様式第６により、搬入する土砂等の発生場所において、有害物質を使用等する

工場・事業所の設置履歴及び農地並びにゴルフ場としての使用履歴を調査し、報告し

ます。 

履歴調査により、設置又は使用履歴がないことを確認できれば、該当項目の土砂調

査を省略することができます。ただし、自然界に存在する有害物質である次の８項目

は省略することはできません。 

 カドミウム及びその化合物 

 六価クロム化合物 

 水銀及びその化合物 

 セレン及びその化合物 

 鉛及びその化合物 

 砒素及びその化合物 

 ふっ素及びその化合物 

 ほう素及びその化合物 

２ 記入要領 

 ア 揮発性有機化合物の使用履歴 

有害物質のうち揮発性有機化合物11項目の使用、製造、処理及び貯蔵の履歴の調

査結果を記入すること。 

使用等の履歴がなければ、揮発性有機化合物11項目の土砂調査を省略することが

できます。 

 イ ポリ塩化ビフェニルの使用履歴 

ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）の使用及び保管の履歴の調査結果を記入すること。 

使用等の履歴がなければ、ＰＣＢの土砂調査を省略することができます。 

 ウ シアン化合物の使用履歴 

シアン化合物の使用、製造、処理及び貯蔵の履歴の調査結果を記入すること。 

使用等の履歴がなければ、シアン化合物の土砂調査を省略することができます。 

 エ 農地又はゴルフ場としての使用履歴 

農地及びゴルフ場としての使用履歴がなく、また、使用履歴があった場合でも該

当する農薬（シマジン、チウラム、チオベンカルブ及び有機りん化合物）の使用履

歴の調査結果を記入すること、 

使用等の履歴がなければ、農薬（シマジン、チウラム、チオベンカルブ及び有機

りん化合物）の土砂調査を省略することができます。 

３ 添付書類

□ 発生場所に係る土地の登記事項証明書（該当地番全て）の写し 

□ 発生場所における過去の地図又は航空写真 

□ 上記の他、調査実施者が入手できる情報（書類又は図面） 
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様式第７(第５条関係) 

試料採取調書 

平成○○年 ○月 ○日   

住 所 半田市○○町○番地   

氏 名 株式会社○○   印   

取締役社長 ○○     

(名称及び代表者氏名)        

採取者  所 属 株式会社□□土壌調査   

職氏名 土壌調査担当 ○○印   

電 話 ○○○-○○○-○○○○  

 検査試料を次のとおり採取しました。 

採取した試料の検査結

果を証明する書類に記

載された発行番号等 

 ○○○○○号 

報告区分  搬入 

採取年月日  平成○年○月○日 

採取日の天候  晴 

採取深度  表土から50センチメートル 

代表 

者印 

特定事業の計画に係

る届出書と同一の届出

者となります。 
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１ 概要 

「土砂等搬入届出書」において、搬入前に土砂等の発生場所において土砂調査が必

要となりますが、土砂調査の試料採取の際、様式第７により「試料採取調書」を作成

しなければなりません。 

２ 記入要領 

ア 採取した試料の検査結果を証明する書類に記載された発行番号等 

試料採取し、測定結果が示された計量証明書にある文書番号等の書類固有の番号

を記入すること。 

イ 報告区分 

   「搬入」と記入すること。 

また、別表第２の調査方法も記入すること。 

ウ 採取年月日 

   採取した年月日を記入すること。 

エ 採取日の天候 

   採取日の天候を記入すること。 

ウ 採取深度 

    採取の深度幅を記入すること。 

３ 添付書類  

□ 土砂等を採取した地点の位置図 

□ 採取現場の写真

○条例施行規則別表第２における市長が適当と認める試料の採取について

一時的な土砂置場に複数の発生場所からの土砂等をたい積させ、その土砂等により

埋立て等を行うことができます。ただし、次の方法により試料採取等を行わなければ

なりません。 

ア 複数の発生場所からの土砂等であるため、「土砂等搬入届出書」は、5000 ではな

く1000 に達するまでごとに作成すること。 

イ 試料採取については、一時的な土砂置場を1000 範囲内ごとに均質に混合し、当該

土砂等の全体を把握できるとする任意の５地点において採取し、同じ重量で混合した

ものを試料とする。 

採取の際には、一時的な土砂等のたい積の全景写真と採取地点の写真を撮影し、「試

料採取調書」に添付すること。 

ウ 調査項目については、一時的な土砂置場に持ち込んだ発生元全ての「土砂等発生元

証明書」及び「土地の履歴調査報告書」が添付された場合には、全ての発生元に使用

履歴等のない物質の調査を省略することができます。 

ただし、一つの発生元でも、上記書類を提出できない場合には、一時的な土砂置場

が発生元となり「土砂等発生元証明書」を記入し、また、「土地の履歴調査報告書」は

全て不明と記入する。この際の調査項目は全項目とする。 
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様式第８(第７条関係) 

土砂等の埋立て等に関する標識 

届出年月日及び番号   平成２７年９月 １０日  第○○○号 

特定事業の目的 
  商業施設建設のための造成工事 

特定事業区域の所在地   半田市○○町○○番 他○筆 

特定事業者 

住所(所在地) 半田市○○町○○番地 

氏名(名称)  株式会社○○ 取締役社長 ○○ 

連絡先    ０５６９－○○―○○○○ 

特定事業の施工期間 平成２７年１０月１日から 平成２８年３月３１日まで 

特定事業区域の面積  ○○㎡ 
特定事業区域周辺の見取図 

土砂等の埋立て等に使用

される土砂等の搬入予定

量 

 ○○○○ 

現場管理責任者の氏名、

連絡先 

氏名 

○○ 

連絡先  

0569-○○-○○○○ 

備考 大きさは、縦90センチメートル以上、横120センチメートル以上とする。 

「特定事業の計画に係る届

出書」の副本の受付印にある

番号を記入すること。 

特定事業区域内の代

表地番を記入し、残り

の筆数を「他○筆」と

記入すること。 

事業計画敷地 

特定事業区域 

出入口 

事務 
所 

事業計画敷地内にお

ける特定事業区域や事

務所の位置がわかる見

取図とすること。 
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１ 概要 

 特定事業の計画の周知を図るため、「特定事業の計画の届出書」の提出後、速やかに当

該特定事業区域の見やすい場所に事業概要を示す標識を設置しなければなりません。 

  また、この標識は、様式第８の土砂等の埋立て等に関する標識により作成しなければ

なりません、 

２ 記入要領 

 ア 届出年月日及び番号 

「特定事業の計画に係る届出書」の届出年月日を記入し、また、届出後、返却さ

れた副本の受付印にある番号を記入すること。 

イ 特定事業の目的 

ウ 特定事業区域の所在地 

エ 特定事業者 

オ 特定事業の施工期間 

カ 特定事業区域の面積 

キ 土砂等の埋立て等に使用される土砂等の搬入予定量 

ク 現場管理責任者の氏名、連絡先 

   イ～クについて、「特定事業の計画に係る届出書」に届出された事項を記入するこ

と。 

ケ 特定事業区域周辺の見取図 

特定事業区域内の事務所の設置位置や運搬車両の搬出入口がわかる見取り図を

添付等すること。 
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様式第９(第７条関係) 

説明状況報告書 

平成○○年 ○月 ○日   

 半 田 市 長 殿 

住所  半田市 ○○町○番地  

氏名  株式会社○○      

取締役社長 ○○ 印   

(名称及び代表者氏名)        

電 話  ０５６９－○○－○○○○ 

 半田市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第９条第２項の規定により、次のとお

り報告します。 

特定事業区域の所

在地 

 半田市○○町○○番 他○筆 

報告事項 

① 隣接する土地の所有者への周知 
 ア 周知の方法 
    書面による個別の説明 
 イ 周知の日時 
    平成○○年○月○日書面配布 
 ウ 対象者一覧 
    配布対象者 ○○、△△・・・□□ 計○名 

② 隣接する土地を使用し、又は収益することができる権利を有する
者への周知 
 ア 周知の方法 
    書面による個別の説明 
 イ 周知の日時 
    平成○○年○月○日書面配布 
 ウ 対象者一覧 
    配布対象者 ○○、△△・・・□□ 計○名 

③ 敷地境界から30ｍ以内に居住する者への周知 
 ア 周知の方法 
    説明会の開催及び書面による個別の説明 
 イ 周知の日時 
    平成○○年○月○日説明会開催、○月△日書面送付 
 ウ 説明会参加者一覧及び対象者一覧 
    参加者 ○○、△△・・・□□ 計○名 
    送付対象者 ○○、△△・・・□□ 計○名 

特定事業区域内の代

表地番を記入し、残り

の筆数を「他○筆」と

記入すること。 

代表 

者印 

説明に用いた書類、

図面及び訪問場所の範

囲を示す図面を添付す

ること。 
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１ 概要 

  土砂等の埋立て等による土壌汚染に対する周辺住民の不安を解消し、特定事業に関す

る理解の促進を図るため、周辺住民に対する事前の周知が必要となり、説明会の開催又

は書面による個別の説明を行わなければなりません。 

  周辺住民への周知後速やかに、また、土砂等の搬入を行う前までに、周知方法、内容

等に関して様式第９により市に報告する必要があります。 

２ 記入要領 

 次の者への周知が義務付けられています。（土砂等の搬入前に実施すること。） 

  ①特定事業区域に隣接する土地の所有者 

  ②特定事業区域に隣接する土地を使用し又は収益することができる権利を有する者 

  ③特定事業区域内の区長 

④特定事業区域又は特定事業区域を含む事業計画敷地全体の区域の境界から30ｍ以

内に居住する者 

 ア 特定事業区域の所在地 

    特定事業区域の所在地を記入すること。 

 イ 報告事項 

    周知の方法（説明会の開催・書面による個別説明）を記入するとともに、次に掲

げる事項を記入すること。 

なお、記入あっては、２-①～③の区分ごとに行うこと。 

○ 説明会の開催の場合 

説明会の開催の周知方法、周知日時、対象人数 

説明会の開催日時 

説明会参加者氏名、人数 

説明内容 

その他参考となるべき事項（参加者からの意見内容等） 

  ○ 書面による個別説明 

説明日時 

対象者 

説明内容 

その他参考となるべき事項（対象者からの意見内容等） 

３ 添付書類  

□ 説明に用いた書類及び図面 

□ 訪問場所の範囲を示す図面 

□ その他参考となるべき資料 

（説明会における議事録、周辺住民からの意見及びその対応内容等） 
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平成２７年○月○日  

近隣各位 

○○○株式会社   

代表取締役 ○○  

○○建設に伴う土地造成工事について（お知らせ） 

 半田市土砂等による埋立て等の規制に関する条例では、一定規模以上の土砂等の埋立て等

を行う場合、近隣住民等への周知が規定されています。 

今般、半田市○○町地内において、○○工事を施工する予定ですので、この工事に関する

埋立て事業の概要について、事前にお知らせいたします。 

弊社としましては、近隣の皆様方と良好な関係が築けるように、万全を期し工事を進めた

いと存じますので、何とぞご理解のほどよろしくお願いします。 

 なお、ご不明な点がありましたら、担当者にご連絡くださいますようよろしくお願いしま

す。 

１ 事業区域       半田市○○町○丁目○番 

２ 事業面積       ○○㎡（埋立面積） 

３ 事業の目的      ○○建設に伴う土地造成工事 

４ 土砂等の搬入予定量  ○○ （建設発生土○○ 、建設汚泥改良土○○ ）

５ 土砂等の搬入予定期間 平成○○年○月○日～○月○日 

６ 土砂等の搬入予定時間 午前９時～午後５時 

７ 土砂の種類   （１）○○建設工事に伴う掘削土砂 

             （発生場所：○○市○○町○○番地） 

          （２）建設汚泥改良土 

（製造及び販売元：○○株式会社、 

愛知県再生資源の適正な活用に関する要綱 

平成○○年○月○日届出） 

 なお、埋立てする土砂等に有害物質は含まれず、土壌汚染を引

き起こす要因はありません。 

８ 環境保全計画    土砂等の搬入に伴い、粉じん等の飛散防止及び土砂等の流出防止

を図り、騒音・振動の発生についても十分注意します。 

９ 連絡先       ○○株式会社 ○○課 担当○○ 

            電話○○○○－○○－○○○○ 

近隣への周知文の参考例
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様式第１０(第８条関係) 

特定事業変更届出書 

   平成○○年 ○月 ○日   

 半 田 市 長 殿 

住 所 半田市 ○○町○番地   

氏 名 株式会社○○   印   

取締役社長 ○○     

(名称及び代表者氏名)        

電 話 0569-○○-○○○○    

平成○○年 ○月 ○日付け特定事業の計画に係る届出書で届け出た事項について変更

したいので、半田市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第１１条の規定により、次

のとおり届け出ます。 

変更事項 変更前 変更後 

発生場所 

 及び 

搬入予定量 

 Ａ市Ａ町Ａ番地 

 ６，０００ 

 Ａ市Ａ町Ａ番地 

 ４，０００ 

 Ｄ市Ｄ町Ｄ番地 

 ２，０００ 

 別紙搬入計画のとおり 

変更の理由 
 発生場所の土砂等の数量が当初の計画より不足していることが判明した

ため、新たな発生場所を追加した。 

代表 

者印 

特定事業の計画に係

る届出書と同一の届出

者となります。 
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１ 概要 

「特定事業の計画に係る届出書」により届け出た事項が変更になる場合、事前に第

様式第１０により届け出る必要があります。 

なお、「特定事業変更届出書」に基づき変更を届け出る事項について、軽微な変更と

軽微な変更以外の変更に区別されます。 

その際の義務となる土地所有者への通知の実施方法等がことなります。 

 変更に係る事項の区分について 

① 軽微な変更以外の変更 

・特定事業区域の位置及び面積（当初計画の50％未満の増加を除く。）に変更が生

ずる場合。 

・特定事業に使用される土砂等の量（搬入予定量）が当初計画量の1/2以上増加す

る場合。 

・特定事業に使用される土砂等の種類、土質が変更される場合。 

・搬入期間の日数が、当初計画日数の1/2以上増加する場合。 

・その他、当該土地及び周辺環境に重大な影響を及ぼすおそれがあると市長が判断

する場合。 

  ② 軽微な変更 

     ①に掲げるもの以外の変更 

 土地所有者への通知及び近隣住民への周知について 

① 軽微な変更以外の変更の場合 

変更事項について、土地所有者に対し同意を得るとともに、土地使用同意書（様

式第２）に署名捺印していただき、変更届出に添付すること。 

また、届出後、条例第９条第１項に規定する近隣住民等への周知を図り、同条

第２項に規定する報告を市長に行い、同項に規定する特定事業計画の周知のため

の標識を変更すること。

② 軽微な変更の場合

変更事項について、土地所有者に対し同意を得た後、変更届出を行うこと。（す

でに同意を得ている土地所有者の土地使用同意書の添付は省略することができま

すが、事業区域の位置及び面積の変更の際の新たな土地所有者に対する土地使用

同意書は変更届出に添付すること。） 

また、届出後、条例第９条第１項に規定する特定事業計画の周知のための標識

を変更すること。 
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２ 記入要領 

 ア 変更事項 

「特定事業の計画に係る届出」により届け出されている事項のうち、変更される

事項を記入すること。 

 イ 変更前 

    変更事項に記入されている変更前の内容を記入すること。 

 ウ 変更後 

    変更事項の変更後の内容を記入すること。 

 エ 変更の理由 

当該「特定事業変更届出書」に記入された変更事項の変更理由について記入する

こと。 

３ 添付書類 

□ 土地使用同意書（様式第２） 

□ 説明状況報告書（様式第９） 

チェック！！ 

□変更事項について、土地所有者に通知したか。 

□土地所有者の同意が得られたか。 

□同意書に再度、土地所有者の署名捺印がもらえたか。 

□近隣住民へ再度周知をしたか。 

□説明状況報告書を提出したか。 

□標識を変更したか。 
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様式第２(第５条関係) 

土地使用同意書 

 特定事業を行う者( 株式会社○○ )の施工に係る土砂等の埋立て等については、異議

がないので、次の土地の使用について同意します。 

所在及び地番 地目 地籍(公簿) (m2) 摘要 

 半田市○○町○番  宅地  1,000 m2
 共有者 ○○ 

○市○町○番地 

 半田市○○町□番  宅地  800 m2
 共有者 ○○ 

○市○町○番地 

 半田市○○町△番  宅地 
 600 m2 

（うち特定事業区域○㎡） 

 共有者 ○○ 

○市○町○番地 

 同意の前提として、次の事項について、特定事業を行う者から平成○○年 ○月 ○日

に説明を受け、その内容を確認しました。 

 1 特定事業を行う者の住所及び氏名(法人にあっては、主たる事務所の所在地並びに名

称及び代表者の氏名) 

 2 特定事業区域の位置 

 3 特定事業区域の面積 

 4 特定事業の目的 

 5 特定事業を管理する事務所の所在地及び名称 

 6 現場管理責任者の氏名、職名及び連絡先 

 7 特定事業に使用する土砂等の量及び特定事業の施工期間 

 8 特定事業に使用する土砂等の採取場所並びに当該採取場所からの搬入予定量及び搬

入計画 

 9 特定事業が施工されている間において、特定事業区域以外の地域への当該特定事業に

使用された土砂等の飛散又は流出等を防止するために講ずる措置 

  ここに特定事業の内容を理解し、同意したことを証するため、署名押印します。 

平成○○年 ○月 ○日 

土地所有者 住所(法人にあっては、主たる事務所の所在地) 半田市○○町○番地 

氏名(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) △△ △△  印   

電話 ０５６９-○○-○○○○                   

特定事業変更届出書に添付す

る土地使用同意書の記入例 
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様式第１１(第９条関係) 

特定事業承継届出書 

平成○○年 ○月 ○日   

 半 田 市 長 殿 

届出者(承継者)            

住 所 半田市 ○○町○番地   

氏 名 株式会社○○   印   

取締役社長 ○○     

(名称及び代表者氏名)        

電 話 0569-○○-○○○○    

 特定事業者の地位を承継したので、半田市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第

１２条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。 

1 特定事業の届出年月日 

  平成○○年○月○日 

2 被承継者 

  株式会社○○ 取締役社長 ○○ 

3 承継の理由 

  合併に伴う承継 

代表 

者印 

承継される者が届出

者となります。 

33



１ 概要 

この様式第１１は、「特定事業の計画に係る届出」を提出した届出者（特定事業者）

の地位が、特定事業者の完了前までに承継された場合に使用します。 

２ 記入要領 

 ア 特定事業の届出年月日 

「特定事業の計画に係る届出」を提出した年月日を記入すること。

 イ 被承継者 

    特定事業者の地位を承継する者を記入すること。 

 ウ 承継の理由 

    承継の理由を記入すること。
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様式第１２(第１０条関係) 

特定事業完了届出書 

平成○○年 ○月 ○日   

 半 田 市 長 殿 

住 所 半田市 ○○町○番地   

氏 名 株式会社○○   印   

取締役社長 ○○     

(名称及び代表者氏名)        

電 話 0569-○○-○○○○    

 半田市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第１３条の規定により、次のとおり届

け出ます。 

1 特定事業の届出年月日 

  平成○○年○月○日 

2 特定事業の計画期間 

  平成２７年１０月１日～２８年３月３１日 

3 特定事業の完了日 

  平成２８年３月１０日 

特定事業の計画に係

る届出書と同一の届出

者となります。 
代表 

者印 
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１ 概要 

   特定事業が完了したのち、様式第１２により、遅滞なく届け出る必要があります。 

２ 記入要領 

 ア 特定事業の届出年月日 

「特定事業の計画に係る届出書」を提出した年月日を記入すること。

 イ 特定事業の計画期間 

「特定事業の計画に係る届出書」に記入した計画期間を記入すること。ただし、

計画期間について、「特定事業の変更届出書」により変更されている場合には、変更

後の計画期間を記入すること。

 ウ 特定事業の完了日 

    特定事業の完了日を記入すること。なお、計画期間を超えない日とすること。

３ 添付書類 

□ 土砂等管理台帳（様式第１３）の写し 

 □ 完了した特定事業の現場写真並びに撮影地点及び撮影方向を示した位置図
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様式第１３(第１０条関係) 

土砂等管理台帳 

２７年１０月 １日(金)   

  特定事業者の氏名又は名称 ㈱○○     現場管理責任者氏名 ○○ ○○ 印 

  埋立て区域の位置     別紙のとおり  面積           １０ m2

  搬入時刻
搬入車両

登録番号

搬入業者

の名称
運転者氏名数量(m3)

土砂等の発

生場所
立会者

1  10：00 
名古屋 

＊0000 
Ｄ運送㈱ ○○ ○○  5.5 

Ａ市Ａ町Ａ

番地  
 ○○ 

2 11：00 
名古屋 

＊0000 
Ｄ運送㈱ ○○ ○○  5.0 

Ａ市Ａ町Ａ

番地 
 ○○ 

3 16：00 
名古屋 

＊0000 
個人  ○○ ○○  5.3 

Ａ市Ａ町Ａ

番地 
 ○○ 

4 ：             

5 ：             

6 ：             

7 ：             

8 ：             

9 ：             

10 ：             

11 ：             

12 ：             

13 ：             

14 ：             

15 ：             

16 ：             

17 ：             

18 ：             

19 ：             

20 ：             

日計  15.8 

当月分累計  15.8 
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１ 概要 

この様式第１３により、土砂等管理台帳を土砂等を搬入する１日ごとに作成し、搬

入車両１台ごとに記入すること。 

２ 記入要領 

ア 特定事業者の氏名又は名称 

「特定事業の計画に係る届出書」に係る特定事業者の氏名又は事業所の名称を記

入すること。 

イ 現場管理責任者氏名 

    当該管理台帳を記録し管理する者の氏名を記入すること。 

ウ 埋立て区域の位置 

当該管理台帳に記録した搬入土砂等により埋立て等を行った位置を、図面に記入

し添付すること。  

エ 面積 

当該管理台帳に記録した搬入土砂等により埋立て等を行った面積を記入するこ

と。 

オ 搬入業者の名称 

搬入業者の名称を記入してください。個人事業主の場合は、「個人」と記入する

こと。 

カ 数量(m3) 

 ダンプ等に積載している数量（ ）ではなく、実際の埋立てするときの数量（ ）

で記入すること。 

キ 土砂等の発生場所 

    土砂等の発生場所、採取場所、購入場所を記入すること。 

ク 立会人 

    埋立てするときの運転者以外の立会人を記入すること。 

３ 添付書類 

□ この土砂等管理台帳に記載された搬入土砂等により埋立て等を行った位置図 
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